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１−１ 農業関係者の問題にとどまらない鳥獣被害
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１−１ 農業関係者の問題にとどまらない鳥獣被害
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１−２ 被害増加の背景

•イノシシの生息数は、全国的に増加

２．イノシシの個体数推定の結果
• 令和４（2022）年度末におけるイノシシの推定個体数は、
中央値で約78万頭（90%信用区間：約58～105万頭）となりました。

• イノシシの個体数は、減少傾向が継続していると考えられます。

※ 令和４（2022）年度の自然増加率の推定値は、中央値1.57（90％信用区間：1.41-1.69）
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環境省「全国のニホンジカ及びイノシシの個体数推定等の結果について」
https://www.env.go.jp/press/press_03122.html



１−２ 被害増加の背景

出典：農林水産省「捕獲鳥獣のジビエ利用を巡る最近の状況」
https://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/h_kensyu/attach/pdf/R4/tukubakensyu-16.pdf

•過去最大の捕獲頭数を得るも、分布拡大は止まらず。

※ シカは北海道のエゾシカを含む数値。
※ シカ及びイノシシのR2捕獲数は速報値（令和3年8月19日現在）。捕獲数の訂正等により今後変更があり得る。
（出典）「捕獲数及び被害等の状況等」（環境省）に基づき鳥獣対策室で作成
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１−２ 被害増加の背景

•生息数増加（＋分布域拡大）は、森林利用の変化が最大要因

出典：林野庁HP「森林資源の現況（令和４年３月31日現在）」
https://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/genkyou/r4/2.html

出典：安曇野市里山再生計画
https://www.city.azumino.nagano.jp/soshiki/30/1153.html
https://azumino-satopro.org

大正時代

現在



１−２ 被害増加の背景

•すべての個体が集落で加害するわけではない



１−２ 被害増加の背景

•動物側の被害発生メカニズムは動物心理学から理解できる

コワい気持ち 食べたい気持ち



１−２ 被害増加の背景

•イノシシは、思う以上にパワフルに柵を突破



１−２ 被害増加の背景

•ＷＭ柵：接地面固定が重要とはじゅうぶん伝わっていない



１−２ 被害増加の背景

•電気柵：仕組みが理解されていない



１−２ 被害増加の背景

•電気柵：感電させ怖がらせて初めて機能する心理柵



１−２ 被害増加の背景

•電気柵：適切な設置は侵入防止効果が高い



１−２ 被害増加の背景

•ピンクテープは、超限定的な効果＝弥縫策



１−２ 被害増加の背景

•音、光、においは、超限定的な効果＝弥縫策



「生息数半減」「根絶」は現実的か？

活動

アウトプット（指標）

中間アウトカム（目標）

最終アウトカム（目標） 自然環境の恵沢を享受できる国民生活の確保及び地域社会の健全な発展に資すること

個体群の急速な縮小（注１・地域的絶滅（注１） 回避

生物の多様性の確保（注２）

冬期の可猟区
での頭数低減

狩猟
（冬の捕獲）

許可期間・
許可場所での
頭数低減

有害
＋

数の調整

事業期間・
事業場所での
頭数低減

指定事業

許容できる程度に
被害が抑制される

（生態系等に係る被害の防止（注２）を含む）

適切な設置によ
る進入の
防止

進入防止柵の

設置

出没頻度の
低下

環境整備

加害個体および
周辺個体を
頭数低減

捕獲

（注１）「第二種特定鳥獣管理計画作成のための ガイドライン」
（注２）「鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施するための基本的な指針」



今後の捕獲施策（提案）

•「トリアージ」という考え方の重要性

出典：都道府県広域捕獲活動事業推進マニュアル
（農林⽔産省 農村振興局 ⿃獣対策・農村環境課 ⿃獣対策室 監修）
図 1-9 マクロスケールの⽣息数データからミクロスケールの個体群管理の

エリアを抽出する考え⽅



２

これからの取組



２−１ 人口減少社会におけるリソース（人手・資金）の認識

•日本は、どんどん縮む。
• 100年後、名古屋商圏の人口は現状の３割にまで減ずるという
シミュレーションあり（諸条件あり）。

森知也（京都大学経済研究所）HP「都市というレンズを通してみる日本の未来」 https://www.mori.kier.kyoto-u.ac.jp/mori-column/ 

出典：内閣府HP「令和５年版高齢社会白書（概要版）」

（ https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2023/zenbun/05pdf_index.html ）

65歳以上人口のうち、65～74歳人口は「団
塊の世代」が高齢期に入った後に平成28年の
1,767万人でピークを迎えた。その後は、増減
を繰り返し、令和23年の1,736万人に至った後、

減少に転じると推計されている。
一方、75歳以上人口は、増減しつつ令和37

年にピークを迎え、その後減少に転じると見込
まれている（図１－１－２）。

図１－１－２ 　高齢化の推移と将来推計
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資料：棒グラフと実線の高齢化率については、2020年までは総務省「国勢調査」（2015年及び2020年は不詳補完値による。）、2022年は総務省
「人口推計」（令和４年10月１日現在（確定値））、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」
の出生中位・死亡中位仮定による推計結果

（注1）2015年及び2020年の年齢階級別人口は不詳補完値によるため、年齢不詳は存在しない。2022年の年齢階級別人口は、総務省統計局「令
和２年国勢調査」（不詳補完値）の人口に基づいて算出されていることから、年齢不詳は存在しない。2025年以降の年齢階級別人口は、総
務省統計局「令和２年国勢調査　参考表：不詳補完結果」による年齢不詳をあん分した人口に基づいて算出されていることから、年齢不
詳は存在しない。なお、1950年～2010年の高齢化率の算出には分母から年齢不詳を除いている。ただし、1950年及び1955年において割
合を算出する際には、（注2）における沖縄県の一部の人口を不詳には含めないものとする。

（注2）沖縄県の昭和25年70歳以上の外国人136人（男55人、女81人）及び昭和30年70歳以上23,328人（男8,090人、女15,238人）は65～74歳、
75歳以上の人口から除き、不詳に含めている。

（注3）将来人口推計とは、基準時点までに得られた人口学的データに基づき、それまでの傾向、趨勢を将来に向けて投影するものである。基準
時点以降の構造的な変化等により、推計以降に得られる実績や新たな将来推計との間には乖離が生じうるものであり、将来推計人口はこ
のような実績等を踏まえて定期的に見直すこととしている。

（注4）四捨五入の関係で、足し合わせても100.0％にならない場合がある。
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２−１ 人口減少社会におけるリソース（人手・資金）の認識

人手 資金 施策・事業



２−２ ステークホルダーの協働作戦の重要性

出典：山端（2022）『これからの地域社会のための獣害対策』（農林統計協会）



２−２ ステークホルダーの協働作戦の重要性

• 原理原則は、他分野と同じ考え方であるべき
• 「誰か」だけに頼る体制は持続的でない

 
 

県 

市町 

リソース確保 

支援 

 

地域関係者 
リソース確保支援 

農業活性化による 
地域の維持 



２−３ これからの取組（私が考えていること）

項目 内容

方向性
無理なく続けられる体制と取組内容を目指す

「防災」の考え方を準用する
＊平常時からの備え・リスク低減の行動

具体的な取組

現行技術・体制の検証（行政側・関係者側）

DX化など技術開発（行政側）

平常時の「防災訓練」



２−３ これからの取組例（私が考えていること）

＊一般的な農業集落観察に基づく一般論であることに留意

被害の最小化

（平常時の共有と点検）

最新知見の収集と提供

支援内容の検証と改善

対策の協働実行

持続可能な体制を模索

正しい技術等の習得と
現状の改善

最新知見の習得と提供

支援内容の検証と改善

対策の協働実行

県

市 地域関係者（機関）



捕獲を「委託」するなら適切な分担を

関西広域連合 広域環境保全局
https://www.kouiki-
kansai.jp/koikirengo/jisijimu/kan
kyohozen/shizenkyouseigatasyakai/
7641.html



取組のヒント（先行事例や制度から）

捕獲の協働体制＝補助者制度



捕獲技術論は、まだまだ未熟

捕獲手法

銃

巻狩り 定点と非定点の混在

忍び猟 非定点

待ち伏せ猟 定点

わな

足くくりわな 露出しない構造・１頭ずつ捕獲

箱わな 露出する構造・複数頭捕獲可能

囲いわな 露出する構造・複数頭捕獲可能

首くくりわな 露出する構造・１頭ずつ捕獲

安全性、効率性の観点から最善の方法・組み合わせを選定



誘引技術の重要性

•動物が利用する時間と空間を絞り込む＝捕獲機会が生まれる。

止め鳴き猟における

「畳半畳の見切り」は、

動物が利用する時空間を

一点に絞り込む作業に

他ならない。



誘引技術論で重要な視点

①どうやって“お食い初め”させる？

②どうやって執着させる？

＜留意事項＞逆に被害が増えない／誤誘引を防ぐ

31



誘引試験（銃捕獲現場）の試行事例

32



誘引試験（銃捕獲現場）の試行事例
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イノシシ捕獲において重要な群ごと捕獲

34



群れ捕獲の技術的要点

出典：「小さな集落単位から始める鳥獣被害対策の取組手法」，広島県農業技術課，平成31年3月35



取組のヒント（先行事例や制度から）

実施隊員（追い払い隊員）は、市町村長が任命するもので、

非常勤公務員（特別職）に位置づけられる

n 長野県安曇野市ニホンザル追い払い隊の結成

• 鳥獣被害対策実施隊を改組

追い払い隊
（新たに市民から募集）

加害獣捕獲
（猟友会メンバー）

鳥獣被害対策実施隊



取組のヒント（先行事例や制度から）

令和5年8月8日結成

結成当初 63名 現在 91名



取組のヒント（先行事例から）

•山際柵ではなく維持管理の比較的容易な個別柵への転換



ご提案

•年１回程度の「防災訓練・点検会」の開催

最新知見の共有

捕獲・侵入防止対策の演習

課題の共有

最新知見の収集と提供

支援内容の検証と改善

対策の協働実行

持続可能な体制を模索

正しい技術等の習得と
現状の改善

最新知見の習得と提供

支援内容の検証と改善

対策の協働実行

地域関係者（機関）

県

市



「防災訓練・点検会」の具体的イメージ

項目 内容

主催 愛知県渥美半島野生イノシシ捕獲根絶協議会

参加者 協議会構成員及び地元住民

プログラム
基礎演習（地元住民参加）
点検会（協議会構成員及び地元住民代表者）

基礎演習の例
侵入防止対策（柵の構造、メンテナンスの仕組み）
捕獲技術（わなによる捕獲の仕組み）

点検会の論点
最新情報の共有
基礎演習を受けて今後の活動方針の検討


